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サマリー

 人口減少、デジタル化、脱炭素化の潮流の中で、物流（陸送）業界は貨物量の減少による業界の再編、自動化及び脱

炭素に対応するアセット（トラック、倉庫等）の切替や「運ばない」ことを含めたロジスティクスの構築等が求められ、ビ

ジネスモデル並びにアセット保有の在り方の転換を考える必要が出てくるものと想定される

 上記のような社会環境の変化により、付加価値が輸送自体からオペレーション、アセットの活用方法も含めた物流全

体の構築・設計にシフトすることによって、アセット及びそのオペレーション自体の付加価値は低下し、物流に係る情

報・データを処理するプラットフォームとそれを活用する人材が価値を持つ世界になることが想定される

 物流（陸送）業界においてプレゼンスを維持・向上していくためには、付加価値が高い領域となり得る①物流情報プ

ラットフォームを活用した最適ロジスティクス提案、または②オペレーターの寡占化（＝供給サイドのアセット投入量の

寡占化）による実輸送・保管機能提供部分でのパワーバランス維持・強化の2つの方向性が想定される。このいずれ

か、または両方を志向していくことが有効と考えられる

 B2B物流（企業間物流）においては、方向性①物流情報プラットフォームを活用した最適ロジスティクス提案を強化す

る場合、短中期では物流事業者が旗振り役となることができる業界の見極め及び標準化イニシアティブの形成、長期

ではプラットフォームの構築・活用による付加価値創出が必要になるものと想定。一方、方向性②オペレーターの寡占

化によるパワーバランス維持を志向する場合、短中期では輸送手段確保による貨物量の拡大、長期的には自動化及

びカーボンニュートラルに対応したアセットへのリーチの確保が必要になるものと思われる

 B2C物流（消費者向け物流）においては、EC化加速とECプラットフォーマーの経済圏確立を想定し、短中期では方向
性①ないしは①、②の両方を視野に入れた、顧客接点確保のための取り組みや、主要ECプラットフォーマーとの提携
強化に向けた物流効率化のためのデジタル化投資等が必要と思われる。長期的には、ラストワンマイルでは宅配ロ
ボットや自動運転トラックの導入、構築した物流プラットフォームをECプラットフォームと連携させ、プラットフォーム
サービスから得られる手数料の収受等を想定したビジネスモデルへの転換が必要となるであろう

物流（陸送）
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2050年の物流業界を考える上での外部環境の変化

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

社会・環境の変化

 国内人口の減少
― 少子高齢化の進展も

 地産地消化の進展
― 現地生産の拡大

 AIやロボティクス等技術の進展
― AI: SCM高度化
― ロボティクス: 輸送モード、設

備等の自動化

 大幅な脱炭素の実現
― 輸送モードのEV/FCV化

＜論点～2050年の物流業界の世界観を考える上で～＞

需要
（マクロ）

供給
（テクノロ

ジー）

周辺環境
（サステナ、

CN）

物流業界への影響

国内需要、輸出の減少
（=運ぶ“モノ”が減る）

物流の基本的なオペレーションは
自動化され、付加価値はモノの移動

からデータ活用にシフト

モーダルシフト及び脱炭素に対応し
たアセットへの切替に加え、

極力“運ばない”ことが重要に

物流事業者への影響

供給サイドの再編・合従連衡

付加価値を維持するための
ビジネスモデルへの転換

（輸送能力の保持や、個社カスタマ
イズ型物流サービスの提供は

付加価値が低下）

アセットの保持者は資本力があるプ
レイヤーに集約

物流における効率改善が重要に

1. ビジネスモデルの在り方
 輸送や個社カスタマイズ型物流サービスといった既存のビジネスモデルの付加価値が低下し、

各プレイヤーはビジネスモデル転換の検討が必要に
 業界構造の変化、周辺プレイヤーの台頭の可能性

2. アセットの保有・活用方法
 自動化、脱炭素化に伴うアセット切替への対応は資本力を有するプレイヤーに集約
 アセットの保有主体が多様化する可能性も

物流（陸送） ①現状と潮流変化（全体）
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貨物量の推移見通し

 人口減少、地産地消化による現地生産拡大に伴い、国内トラック貨物量は中長期的に減少していくことが想定される

 宅配便個数はECの拡大に伴い増加し、ECプラットフォーマーとの連携がより重要性を増していくものと想定

トラック輸送量の見通し 宅配便個数の見通し

物流（陸送） ①現状と潮流変化（全体）

（百万トン） （億個）
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（注）2020年より貨物営業用自動車の調査方法及び集計方法の変更あり、データ連続せず
（出所）国土交通省資料より、みずほ銀行産業調査部作成

（注）2019年までは大手宅配事業者のみ。2020年以降は宅配事業者全体をみずほ銀行
産業調査部にて推計

（出所）国土交通省資料より、みずほ銀行産業調査部作成

（FY） （FY）
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想定される構造変化と物流への影響

 人口減少や地産地消化に加え、以下のような構造変化により、モノの流れが大きく変化する可能性

― 物流業界にマイナスの影響を与える事象も多く、変革に備える必要あり

構造変化

サーキュラー
エコノミー

3Dプリンターの
普及

コンパクトシティ

メタバースの普及

エネルギー転換

想定される変化

 フリマ、レンタル等の進展によるC2C物流の輸送量拡大や蓄電池回収等静脈物流増
加による輸送量拡大

 サプライチェーンの変化によるモノの動き方の変化
― 原材料の輸送が拡大する一方で、製品の輸送距離は減少

 ヒトの生活圏の変化に伴うモノの動き方の変化
― コンパクトシティ内、コンパクトシティ間の輸送が中心に

 ヒトの消費行動の変化に伴うモノの輸送量の変化
― メタバース空間内での消費増加によりリアル空間でのモノの消費が減少する可能性

 EV等への転換による運ぶモノ（部品等）及び輸送量の変化
― （例）ICEからEVへの転換により部品点数が減少

主な影響範囲

輸送量

輸送ルート
輸送距離

輸送ルート

輸送量

輸送量

モノの流れの増減

物流（陸送） ①現状と潮流変化（全体）

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

マスカスタマイゼー
ションの拡大

 サプライチェーンの変化によるモノの動き方の変化
― B2BからD2C （Direct to Customer、企業と消費者の直接取引）へのシフトにより輸

送距離は増加

輸送距離
輸送ルート

想定される社会構造の変化と物流（モノの流れ）への影響

シェアリング
エコノミー

 カーシェア等によるB2B物流のモノの動き方（輸送先）の変化及びシェアリングによるモ
ノの生産量の減少

輸送ルート
輸送量
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物流業界の環境整理

 輸送や保管、手配といったモノを運ぶための機能は維持されるものの、テクノロジーによる代替の脅威や、他産業によ

る新規参入のおそれがあり、担い手が変化する可能性も

― これまでの「物流」の在り方にとどまらないビジネスモデルの検討が必要に

陸送、倉庫、3PL、フォワーダーの
各プレイヤーが

バリューチェーンを拡大

新規参入のおそれ 代替の脅威

買い手の力

供給者の力

業界内の競争

中

大中

 荷主企業の交渉力が強い
 人手不足、サプライチェーンの重要性

の高まりにより物流見直しの動きも

 輸送・保管機能は自動化車両／
倉庫/機器、ロボットで代替

 AI高度化により3PL／フォワー
ダーの事業はシステムが代替

中

大

 人手不足によりドライバーや庫内労
働者の交渉力は徐々に拡大

 将来的には自動化により代替も

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

 海外Tech企業・ECプラットフォー
マーの物流取込

 デジタルフォワーダーの台頭
 MaaS等による他業界からの参入

物流（陸送） ①現状と潮流変化（全体）

5force分析による物流業界の環境整理
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付加価値の変化と求められる方向性

 前頁のような社会・環境の変化により、アセット及びオペレーションの付加価値は低下し、プラットフォームとそれを活

用する人材が価値を持つ世界になることが想定される

― 付加価値源泉はモノの輸送から情報処理、最適化及びアセットの有効活用へ

 物流業界においては、以下大きく2つの方向性による付加価値の維持・向上が求められていくものと推察

社会の変化（3つのD） 産業の変革（3つのSの比重の変化）

Digitalization

デジタル化

De-population

人口減少

De-carbonization

脱炭素化

Skills 無形資産

Scope

プラットフォーム

Scale

有形資産

• 知識集約型への転換で付加価値生産は逆ピラ
ミッド型に、上下をつなぐプラットフォームが重要に

• 物流業界においてはプラットフォーム構築とそれを
扱う人材の育成に加え、有形資産にあたるアセッ
トと物流オペレーションの価値低下への対応が必
要に

• 既に認知されている3つのD

が、社会と産業に確実に影響
• デジタル化は、無形資産・プ

ラットフォームの在り方に、人
口減少・脱炭素化は今の有
形資産に特に影響を及ぼす

物流企業に求められる2つの方向性

• 既存オペレーションの付加価値低下
への対応として、①物流プラット
フォーム構築及び人材育成へのシフ
ト、または②オペレーター寡占化に
よるパワーバランス維持・強化の2つ
の方向性が考えられる

人材

物流情報プラットフォーム

アセット

オペレーション

物流情報プラットフォーム（、アセット）
を活用した最適ロジスティクス提案

①

オペレーターの寡占化による実輸送
機能提供部分でのパワーバランス維
持・強化

②

物流（陸送） ①現状と潮流変化（全体）

（出所）みずほ銀行産業調査部作成
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物流企業における付加価値の変化

 デジタル化や脱炭素化等の社会変化に加え、荷主のサプライチェーンが変化する中で、物流企業における付加価値

は、輸送自体からオペレーション、アセットの活用方法も含めた物流全体の構築・設計にシフトする可能性

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

物流（陸送） ①現状と潮流変化（全体）

現状 将来

オペレーション

ソフトウェア
（知の領域）

 物流品質（輸送の確実性、適時性等）競争軸

求められる事項

背景要因

 各荷主の個別業務毎の希望最適化、ニー
ズへの柔軟な対応

 荷主を頂点としたヒエラルキー構造
 荷主のサプライチェーンはある程度固定化
 物流業界全体の最適を求める意識が低い

 物流データの蓄積・活用によるオペレーショ
ン、アセット活用を含めた物流の構築・設計

 荷主のサプライチェーン全体の競争性を高
める物流の最適化

 ヒエラルキー構造の瓦解
 荷主のサプライチェーンの複雑化
 脱炭素化による物流業界全体の最適を求

める必要性の高まり

競争軸

求められる事項

背景要因

 ベテランの運送・荷役作業＞機械・ロボット
 ロボットは人の作業の補完的役割

 オペレーションを担う人材の確保
 人手を補完する機会の導入

 人の手に委ねられたオペレーション
 労働力コスト＜機械化コスト
 ヒエラルキー構造の中で機械化・デジタル

化は進まず

 ベテランの運送・荷役作業＜機械・ロボット
 人とロボットの組み合わせ最適化へ

 オペレーションを担う機械・ロボットの確保
 人による作業と機械・ロボットの棲み分け

 機械化によりアウトプットの質が均一に
 労働力コスト＞機械化コスト
 一方で人手が必要な部分との調整やメンテ

ナンスが必要に

荷主企業における物流の
位置づけ

① 一機能として相対的に重要性は低い
または

② SCM上重要な場合には物流内製化

① SCMの一部として専業者を使い最適化
または

② SCM上重要な場合には物流内製化

ビジネスモデルにおける競争軸の変化
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荷主企業のサプライチェーンにおいて物流企業が担い得る領域

 荷主企業にとって非競争領域である物流戦略を担い、サプライチェーン全体の最適化に貢献することが競争軸に

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

物流（陸送）

現状 将来

ソフトウェア
（知の領域）

 物流品質（輸送の確実性、適時性等）
物流企業の

競争軸
 物流データの蓄積・活用によるオペレーショ

ン、アセット活用を含めた物流の構築・設計

荷主企業のサプライチェーンと物流企業の担う領域

荷主サイドの
物流への要求

 サプライチェーンの各プロセスにおいて必要
なタイミングで必要な量を輸送
― 他のプロセスに支障がないことが前提

 販売においては充実した品揃え、欠品を出
さないこと、店頭に並ぶスピードが重要に

 サプライチェーンが多様化、複雑化する中
でサプライチェーン全体を踏まえた物流の
構築が重要に
― 物流がビジネスモデルの一部となる場合

には内製化、そうでなければ専業者へ

（販売・
サービス）

データ
販売＆顧客
動向データ

需要予測

需要予測
データ

生産計画

生産計画
データ

調達

在庫データ
輸送データ

製造
＜工場＞

物流
<在庫拠点>

在庫データ
輸送データ

販売
＜店舗＞

販売データ

サービス

顧客動向
データ

SCM 需要予測
生産計画

・設計・管理
調達計画

・設計・管理
製造計画

・設計・管理
供給計画

・設計・管理
販売計画

・設計・管理
顧客動向の

把握

物流戦略
在庫拠点の
設計・配置

在庫・配送
の設計・管理

物流機能
調達物流

（輸送・保管）
梱包・包装

在庫管理
・保管

荷役

配車・配送

梱包・包装

荷役

①現状と潮流変化（全体）

物流企業の担い得る領域

物流戦略構築上、必要となるデータ
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物流関連アセットと保有主体の変化

 トラックや倉庫及び設備等の物流に関連するアセットが自動化、脱炭素化の流れを受けて切り替わることにより、保有

主体は多様化し、物流企業は最適な保有、アセットマネジメントの組み合わせを構築することが重要に

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

物流（陸送） ①現状と潮流変化（全体）

現状 将来

アセット

 各物流事業者（トラック運送事業者、倉庫事
業者等）中心

保有主体

背景要因

 既存のアセットは誰でも買えるもの
― 持ち手が分散しておりバーゲニングパ

ワーは効かず
 メンテナンスをすれば長期で使用可能な為、

アセット保有によるリターン（償却後の利益）
を享受

 標準化の遅れや持ち手の分散により、金融
商品化は一部物流施設に留まる

 物流事業者以外も含め、資本力のあるプレ
イヤーに集約

 EV・FCV型への切り替え、自動化対応等、
アセットは資本力のあるプレイヤーが保有
するものに
― 持ち手の集約によりバーゲニングパワー

が重要に
 メンテナンスやアフターサービス（EV電池の

二次利用）含め、アセットマネジメントを専業
者に任せた方が効率的となる可能性

 標準化、集約することにより、金融商品化の
可能性が拡大

アセット保有における変化

内容
 トラック（ガソリン車）
 人手中心の倉庫

― 機械の導入は一部に留まる

 EV・FCV型自動運転トラック
 機械化が進展した倉庫
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物流企業に求められる方向性

 アセットの活用方法も含めた物流全体の構築・設計が重要となる場合、実際のモノの動きから得られるデータを活用

し、脱炭素の観点も踏まえた最適なロジスティクスを荷主企業向けに提案していくことが有効

 一方で、「モノを運ぶ」機能は残り続けることから、輸送・保管ビジネスにおいてはオペレーター寡占化により供給サイ

ドのアセット投入量をコントロールすることで、パワーバランスが維持できるものと推察

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

物流（陸送） ②2050年のありたき姿（全体）

方向性

方向性②
オペレーター寡占化

他産業との差別化のポイント

 自動化困難な部分を含めた物流オペレーション全体のカバー
― 既存の物流ノウハウの活用
― アセットの保有主体が変わった場合にも、自動化困難な部

分はオペレーター別途が必要に

求められる要素

 輸送／倉庫ネットワーク
 供給サイドのアセット投入量をコン

トロールできるだけの支配力

方向性①
最適ロジスティクス提案

 ロジスティクスに特化したプラットフォームの構築
― 物流のオペレーション、実務を踏まえたシステムの構築

 業界特化型のプラットフォームの構築
― 業界毎の物流ノウハウの活用

 オペレーション、アセットと組み合わせた形での運用

 物流情報プラットフォームの構築
― 物流データの集約・分析・改善

 人材の育成
― プラットフォームの構築・活用

あくまでロジスティクス（≒モノの動き）に特化した形で他産業との差別化を図るべく、
方向性①、②のいずれか、または両方を志向することが将来物流の担い手として有効

物流企業に求められる方向性の整理
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物流情報プラットフォームの在り方

 物流情報プラットフォームにおいては、輸送及び保管といった物流のオペレーションから得られる情報を集め、モノの

動きの全体を管理し改善していく仕組みを作ることが重要

 競争戦略として荷主への最適な物流を提案するプラットフォーム構築が重要となる一方、物流全体の最適化のため、

業界全体で共同・協調していく分野も必要となるものと想定（政策支援等含む）

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

物流（陸送） ②2050年のありたき姿（全体）

物流情報プラットフォームに必要な機能

輸配送管理

保管管理

物流全体管理

 TMS（輸配送管理システム）
 輸送データの蓄積・集約

 WMS（倉庫管理システム）
 在庫管理の高度化

 物流情報の可視化
 物流効率性、脱炭素評価
 サプライチェーンにおけるリスク分析
 人・機械・ハード・ソフトの組み合わせ最適化

競争領域 共同・協調領域

システムによる顧客物流データ
収集

共同物流

人が少ない地域の物流

荷主業界特化型システム構築

各社が顧客向けに独自に
プラットフォームを構築

共通プラットフォーム構築
or 各社システムの連携

顧客への最適ロジスティクス提
案

フィジカル／デジタル両面の標
準化への対応

プラットフォーム構築における棲み分け

データ活用
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他産業との棲み分け

 既に輸配送のプラットフォームやトラック／倉庫のマッチング等は物流周辺のプレイヤーが台頭してきており、将来的

には自動化、脱炭素化によるアセット切替により、保有主体も変化が起こる可能性

 物流企業としては、これまで培った物流オペレーション、業界のノウハウを活用することで、周辺プレイヤーとの連携も

しつつ、差別化を図ることが有効であるものと推察

物流（陸送） ②2050年のありたき姿（全体）

物流事業者の領域

物流全体ソリューション

• 荷主業界の物流全体の最
適化を図るシステムの構築

• 業界物流ノウハウの活用

物流アセットの有効活用
• 物流オペレーションノウハウ

の活用
• 手間のかかる部分の対応

ロジスティクスマネジメント

• 物流のオペレーション、荷主
業界物流を踏まえた最適な
ロジスティクスの構築

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

他産業の領域

物流個別ソリューション

• 例：トラック／倉庫マッチン
グ

• 担い手：Tech企業等

物流アセットの高度化
• 例：トラック/倉庫自動化

• 担い手：自動車メーカー、物
流デベロッパー、マテハン
メーカー等

サプライチェーンマネジメント

• 例：サプライチェーンマネジ
メントシステム

• 担い手：SIer等

①荷主産業の物流全体への理解を前提とした最適ロジスティクス提案、②物流オペレーションノウハウを前提とした
オペレーター寡占化が物流分野として残る領域と想定

物流事業者と物流周辺プレイヤーとの棲み分け
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 方向性①最適ロジスティクス提案においてもプラットフォーム構築に際し、アセットの活用が前提となるものと推察

― フィジカルを伴う物流の世界では、アセット及びオペレーションを踏まえたシステムの構築が有効

 アセットの保有については、オペレーションとの分離により物流事業者以外がメインプレイヤーとなっていく可能性も

物流企業のビジネスモデルと方向性

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

方向性①
最適ロジスティクス提案

⇒物流情報プラットフォームの開発・提供に特化

方向性②
オペレーター寡占化

⇒供給サイドのアセット投入量確保

オペレーションとアセットは分離
→金融商品化、リース活用
（バランスシート上でOFF）

オペレーションとアセットは
一体で保有

（バランスシート上にON） 物流周辺

プレイヤーも
勢力を増す

オペレーションとアセットは分離
→金融商品化、リース活用
（バランスシート上でOFF）

オペレーションとアセットは
一体で保有

（バランスシート上にON） 物流周辺
プレイヤーも
勢力を増す

論点Ⅰ：ビジネスモデルの在り方 論点Ⅱ：アセットの保有・活用方法

他社アセットを利用
（利用運送）

アセット利用せず
（プラットフォームの提供に特化）

a  

b

c

d

e

f

物流（陸送） ②2050年のありたき姿（全体）

物流企業のビジネスモデルの在り方と方向性の整理

方向性①+②
最適ロジスティクス提案＋オペレーター寡占化
⇒物流情報プラットフォーム＋アセット投入量確保



B2B物流の将来像
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既に取組み進展中 今後取り組みが加速

実輸送機能強化

B2B物流の現状

 陸送、倉庫、3PLそれぞれがバリューチェーン拡大を目指し、荷主企業のサプライチェーンを取り込む動きを展開

 差別化がより一層重要となる中、大手物流企業においてはデジタルプラットフォームの構築や、社会環境変化を踏ま

えたカーボンニュートラルへの対応等の動きが拡大

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

B2B物流における外部環境の変化と現状

外部環境の変化 現状

貨物量の縮小

物流の装置産業化

カーボンニュートラルの
潮流変化

各カテゴリーがバリューチェーン拡大
（≒総合化）を目指し、荷主企業のサプ

ライチェーンを取り込む動き

物流業務のデジタル化、自動化を進め
る動き（一部デジタルプラットフォーム

構築の動きも）

輸送モードの低炭素化、輸送時のCO2

可視化等への着手

倉庫機能強化

3PL事業
強化

3PL事業
強化

事業領域を
互いに侵食

3PL

陸送 倉庫

CO2

可視化
EV車
導入

モーダル
シフト

SC提案

オフセッ
ト

代替燃
料利用

物流（陸送） ①現状と潮流変化（B2B）



16

B2B物流の将来像

現状

各カテゴリーがバリューチェーン拡大
（≒総合化）を目指し、荷主企業のサ

プライチェーンを取り込む動き

物流業務のデジタル化、自動化を進
める動き（一部デジタルプラットフォー

ム構築の動きも）

輸送モードの低炭素化、輸送時の
CO2可視化等への着手

短中期（～2030年）

物流需要＞物流供給により
物流コストインフレの影響が増大

輸送能力を有している物流企業が
一時期儲かる状態に

この人手不足が
イノベーションの進展を促進し

物流の装置産業化が
一層進む可能性

＋
カーボンニュートラルへの対応も

世界的な潮流、技術革新により拡大

長期（2030年～）

バリューチェーンの総合化から価値
が残るものへの集中にシフト
⇒物流企業の合従連衡が進展

カーボンニュートラルな輸送モード・
物流施設へのアセットの転換及び

カーボンニュートラルなロジスティクス
設計の必要性

輸送・施設の自動化及び物流業務の
共通プラットフォームへの集約による

仲介機能の価値消失

①が進行する中で、物流手配や仲介のみにとどまると…

自らが旗振り役となり物流のプラットフォームを
構築していく動きや、テクノロジーへの投資を含
めた輸送手段／倉庫自動化・カーボンニュート

ラルへの対応が必要

プラットフォームの構築が進まない企業や自動
化及びカーボンニュートラルに対応可能な輸送
手段/倉庫を保有しない企業は、合従連衡が進

む中で淘汰される可能性

＜＜B2B物流事業者の位置づけ・戦略＞＞

物流（陸送） ①現状と潮流変化（B2B）

（出所）みずほ銀行産業調査部作成
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【方向性①】物流情報プラットフォームを活用した最適ロジスティクス提案

3PL／フォワーダーの将来像（弊行仮説）

（出所）当社IR資料より、みずほ銀行産業調査部作成

物流プラットフォーム

物流
事業者

A

物流
事業者

B

荷主
A

荷主
B

最適ロジスティクス提案 各種物流データ

CO2

排出量

輸送
距離

在庫
配置

CO2

可視化

共同
配送

最適在
庫水準 アセット

物流（陸送） ②2050年のありたき姿（B2B）

ロジスティクス知見を持った人材

システム構築 データ活用

 グローバルプラットフォーム「 Navisphere 」により約20万の
荷主と運送事業者をつなぐ

 1000人以上のデータサイエンティスト、エンジニア、開発者
の専門知見により、最適な物流ソリューションを提供

（ご参考）C.H.Robinsonのプラットフォーム

プライシング プランニング 可視化
レポート&

分析

運送事業者向け

Navisphere TMS

Navisphere Tools

IQ Tools

荷主向け

NAVISPHERE

PO MANAGEMENT

NAVISPHERE

OPTIMIZER

NAVISPHERE

VISONS

NAVISPHERE

INSIGHTS

NAVISPHERE

CARRIER

NAVISPHERE

DRIVER

 輸送手配のデジタル化により、3PL/フォワーダーの役割はITプラットフォーム+アセットを活用した最適なロジスティ
クスの提案にシフトしていくものと想定

 物流専門知見を持つ人材を抱え、物流全体を最適化するプラットフォームを構築、運用することが付加価値に

― 荷主業界毎の特性に応じたプラットフォームを構築することが有効と思われる
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荷主を多く抱える物流事業者だからこそア
セットを最大限に有効活用し、その分の利益

を享受

【ご参考：方向性①-d】Americoldのビジネスモデル －オペレーションとアセットの分離－

 Americold（米コールドチェーン事業者）のビジネスモデルは、方向性①の物流プラットフォーム+アセット有効活用

― 物流プラットフォーム「i-3PL」で倉庫内・輸配送業務を見える化し、荷主に対して他社との混載輸送サービス等の物

流効率化を実現。荷主を多く抱える物流事業者だからこそアセットを最大限に活用し、その分の利益を享受

― かつ、当社は物流施設（アセット）をREITとして所有しており、そこで得た不動産収益で更なる事業拡大を実施

（出所）当社IR資料、SPEEDAより、みずほ銀行産業調査部作成

不動産事業
（物流施設）

3PL事業
（輸配送・倉庫事業

を含む）

3PL事業により、顧客＆荷物を獲得
（→物流施設の稼働率向上にも寄与）

X

物流企業
M&A

当社事業を支えるITプラットフォーム「i-3PL」

X

Y

ITプラットフォーム「i-3PL」により
輸配送・倉庫内業務の見える化・混載

輸送サービスを行い物流効率化

Y

Z
＄

不動産
収益

不動産事業で稼いだキャッシュは
成長投資へ振り向ける

Z

論点①：ビジネスモデルの在り方

論点②：アセットの持ち方

アセットの有効活用

→物流プラットフォーム＋アセット有効活用

そこで得た不動産収益で更なる事業拡大を
実施

→アセットは金融商品として保有

物流（陸送） ②2050年のありたき姿（B2B）

Americoldのビジネスモデルの整理
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Maersk
17%

MSC
16%

COSCO
12%CMA-

CGM
12%

Hapag-
Lloyd
7%

ONE
7%

Evergreen
5%

HMM
3%

陽明海運
3%

ZIM
2%

その他
16%

【方向性②】オペレーター寡占化によるパワーバランス維持・強化

 コンテナ船業界はアライアンス単位の再編が進展。寡占化によりパワーバランスを維持・強化

 物流業界においても、実輸送部分でのパワーバランス維持・強化のためには寡占化が重要になるものと推察

主要コンテナ船社の合従連衡とアライアンス再編

（注）TNWA : The New World Alliance、GA : Grand Alliance、OA : Ocean Alliance、TA : THE Alliance （出所）各種公表資料より、みずほ銀行産業調査部作成

Maersk

MSC

現代商船

商船三井

APL / NOL

日本郵船

Hapag-Lloyd

OOCL

MISC

CMA-CGM

UASC

CSCL

川崎汽船

陽明海運

COSCO

韓進海運

Evergreen

Maersk

MSC

ONE

Hapag-Lloyd

陽明海運

CMA-CGM

COSCO

Evergreen

HMM

TNWA

GA

CKYH

2M

OA

TA

【 2008年 】 【 2020年 】

主要コンテナ船社およびアライアンスシェア

2M

OA

TA

2021年4月
24,485千TEU

シェア 33%

シェア 30%

シェア 19%

3大
アライアンス
シェア 82%

物流（陸送） ②2050年のありたき姿（B2B）
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【ご参考：方向性②-f】オペレーター寡占化・金融商品化の例

 倉庫・物流施設内の自動化・省人化や輸送手段の自動化の進展、ハードの標準化により、事業者の集約および合従

連衡が進み、テクノロジーを搭載したアセットを保有する一部企業での寡占化が起こる可能性があるものと思われる

 オペレーター寡占化の方向性においては、自らがアセットを保有、寡占化していくか、他のプレイヤーとの連携により

アセットへのリーチを確保した上で、オペレーション部分の寡占化を維持していくことが重要

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

商用車
メーカー

リース会社
その他の
投資家

EV・FCV型の
トラック提供

リース・サブスク
運営 資金・ビジネス支援

（例）トラック運行管理
デジタルプラットフォーム

所有

物流事業者？

• EV・FCV

• 自動運転

アセット（トラック）寡占化・金融商品化の一例

論点①：ビジネスモデルの在り方

論点②：アセットの持ち方

→オペレーター寡占化によりパワーバランス
を維持・強化

物流事業者以外も物流業界のメインプレイ
ヤーとなっていく可能性
⇒業界の構造変化

→（X）オペレーター（物流事業者）が自社で
保有する場合と、（Y）金融商品化し、物流周
辺プレイヤーも保有or関与してくる場合が

考えられる

証券化

物流（陸送） ②2050年のありたき姿（B2B）
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B2B物流におけるロードマップ

 方向性①物流情報プラットフォームを活用した最適ロジスティクス提案を強化する場合、短中期では物流事業者が旗

振り役となることができる業界の見極め及び標準化イニシアティブの形成、長期ではプラットフォームの構築・活用に

よる付加価値創出が必要になるものと想定

 方向性②オペレーター寡占化によるパワーバランス維持を志向する場合、短中期では輸送手段確保による貨物量の

拡大が、長期的には自動化及びカーボンニュートラルに対応したアセットを活用できる体制の確保が必要と推察

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

B2C物流におけるロードマップ

2030 2050

短中期（～2030年） 長期（2030年～）

1. 方向性①PFを活用した最適ロジスティクス提案
 プラットフォームを構築できる業界の見極め、標

準化のためのイニシアティブの形成
2. 方向性②オペレーター寡占化

 テクノロジーの進展を注視しつつ、輸送手段の確
保により貨物量を確保

1. 方向性①PFを活用した最適ロジスティクス提案
 構築されたプラットフォームによるロジスティクス

最適化提案
2. 方向性②オペレーター寡占化

 自動化・カーボンニュートラルに対応可能な輸送
手段、倉庫を活用できる体制の確保

物流（陸送） ③ありたき姿の実現に向けた道筋（B2B）
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【まとめ】長期的には注力分野を絞った事業戦略の構築が有効か

将来の方向性を定めたうえで、事業の取捨選択を行っていくことが重要になるものと思われる

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

方向性 取るべき戦略

 輸送量確保のためのM&A

 アセットの有効活用（REIT活用、リース連
携等）

 ターゲットを絞った業界でのM&A

 プラットフォームの構築
 システムを運営・管理する人材の育成
 アセットの有効活用（REIT活用、リース連

携等）

 SIerと連携する等、システム開発の強化
 プラットフォームの構築
 システムを運営・管理する人材の育成

オペとアセは分離
→金融商品化、リース活用

（BS上でOFF）

オペとアセは一体で保有
（BS上にON）

オペとアセは分離
→金融商品化、リース活用

（BS上でOFF）

オペとアセは一体で保有
（BS上にON）

他社アセットを利用
（利用運送）

アセット利用せず
（PF提供に特化）

a  

b

c

d

e

f

物流（陸送） ④求められる取り組み（B2B）

方向性①
最適ロジスティクス提案

⇒物流情報プラットフォームの開発・提供に特化

方向性②
オペレーター寡占化

⇒供給サイドのアセット投入量確保

方向性①+②
最適ロジスティクス提案＋オペレーター寡占化
⇒物流情報プラットフォーム＋アセット投入量確保



B2C物流の将来像
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B2C物流の現状

 EC化加速を背景に、受取り手段の多様化・サービスの拡充が進展。又、ECプラットフォーマーや宅配事業者をはじ

め、フルフィルメント機能の強化や内製化により顧客サービス面での競争も加速

 ECプラットフォーマーと物流企業の関係性は、戦略的パートナーや従属的な関係など様々な形態で存在

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

B2C物流における外部環境の変化と現状

外部環境の変化 現状

EC化加速を背景に
宅配個数が増加

EC化加速を背景に
顧客向けサービスの拡充
＆強化により囲い込み

ECプラットフォーマー
による巨大経済圏の構築

受け取り手段の多様化
（Ex. 置き配サービス、宅配ロッカー、

Pick&Collectの整備等）

ECプラットフォーマーや宅配事業者を
はじめ、フルフィルメント機能の強化・

内製化の動き

ECプラットフォーマーにおいて、
物流事業者は戦略的なパートナー

or 支配的な立場で物流をコントロール

 置き配サービス
 宅配ロッカー、
 Pick&Collectの整備 …等

物流（陸送） ①現状と潮流変化（B2C）

 Amazon

 ヤマト×Yahoo JAPAN

 SG×ロジクラ …等

 ヤマト×Yahoo JAPAN

 JP×楽天
 Amazon×デリバリープロバイダー

…等



25

B2C物流の将来像

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

現状

受け取り手段の多様化
（Ex. 置き配サービス、宅配ロッカー、

Pick&Collectの整備等）

ECプラットフォーマーや宅配事業者
をはじめ、フルフィルメント機能の強

化・内製化の動き

ECプラットフォーマーにおいて、
物流事業者は戦略的なパートナー

or 支配的な立場で物流を
コントロール

短中期（～2030年）

物流需要＞物流供給により
物流コストインフレの影響が増大

輸送能力を有している物流企業が
一時期儲かる状態に

この人手不足が
イノベーションの進展を促進し

物流の装置産業化が
一層進む可能性

主要ECプラットフォーマーにとっての
物流パートナーとなるべく

提携関係に向けた取り組みも一手ではないか

宅配事業者の立場において
Amazonのような物流部分も

プラットフォーム化している企業の
従属的な立場に位置づけられる可能性

長期（2030年～）

輸送・ラストワンマイル部分は
宅配ロボットやドローン、
自動運転等に置き換わる
⇒装置産業化が進行

ECプラットフォーマー×
パートナー物流企業の経済圏が

複数構築される

＜＜宅配事業者の位置づけ・戦略＞＞ ①が進行する中で、既存の物流オペレーションの強化だけにとどまると…

物流（陸送） ①現状と潮流変化（B2C）
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【方向性】EC×物流でのプラットフォーム形成

 アリババのECプラットフォーム（商流）とCainiaoの物流プラットフォーム（物流）が連携し、輸送能力をもつ物流事業者

はCainiaoのプラットフォームを利用し、物流業務を担う形に

 国内B2Cの将来像においても、上記ビジネスモデルをAmazonのような1社で支配的にやるか、もしくは宅配事業者も

主要ECプラットフォーマーと提携し主導権を握っていくかの2通りあるものと予測

物流（陸送） ②2050年のありたき姿（B2C）

アリババ×Cainiaoのビジネスモデル EC×物流の将来像（弊行仮説）

（出所）各種報道資料より、みずほ銀行産業調査部作成

物流プラットフォーム

ECプラットフォーム

連携

中小
宅配

事業者

中小
宅配

事業者

中小
宅配

事業者

委託
PF

利用料

物流プラットフォーム

ECプラットフォーム

中小
宅配

事業者

中小
宅配

事業者

中小
宅配

事業者

委託
PF

利用料

連携

主要
ECプラット
フォーマー

物流事業者

提携

従属的な立場に
なるか

主要ECプラット

フォーマーの物流
パートナーとなるか

Amazon

物流プラットフォーム

（中国スマート物流骨幹ネットワーク、略称CSN）

オンライン決済
サービス

ECプラットフォーム

ECショップオーナー

物流協力契約

支払
契約

支払
契約

物流協力契約

システム結合
（荷主情報・物流リソ ース稼働状況についての情報共有）

⇒最適倉庫の活用及び最適ルートの設計等

物流会社の
効率化を向上・コスト削減

プラットフォーム
利用料

Alipay Taobao（C2C) Tmall（B2C）

Alibaba

Cainiao

主要
宅配

事業者

主要
宅配

事業者

主要
宅配

事業者

主要
宅配

事業者

主要
宅配

事業者
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B2C物流におけるロードマップ

 短中期では、フルフィルメントサービスの強化といった顧客接点確保のための取り組みや、主要ECプラットフォーマー

との提携強化に向けて、物流効率化のためのデジタル化投資が必要と思われる

 長期的には、構築した物流プラットフォームをECプラットフォームと連携させ、プラットフォームサービスから得られる手

数料の収受により、これまでのオペレーションビジネスモデルからの脱却の可能性

 上記プラットフォーム構築に加え、アセットが切り替わる中でラストワンマイルの物流機能の担い手としてパワーバラン

スを保つためには、オペレーターの寡占化が必要となるものと推察

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

B2C物流におけるロードマップ

2030 2050

短中期（～2030年） 長期（2030年～）

1. フルフィルメント機能など物流事業者として顧客接点を
確保できる分野の強化
 A地点からB地点まで運ぶ業務だけなく、より付

加価値が高い分野への注力
2. ECプラットフォーマーとの提携を強めるため、物流効率

化のためのデジタル投資
 将来的に経済圏を牛耳っていくECプラットフォー

マーとの関係強化に向けた対応

1. ラストワンマイルでは、宅配ロボットやドローン、自動運
転トラックを導入
 アセットを誰が持つかは検討事項

2. 自身が物流プラットフォーマーとなり、ECプラットフォー
ムと連携させて利用手数料を収受するビジネスモデル
への転換
 従来のオペレーション部分は装置産業化⇒より

付加価値の高い分野への注力

物流（陸送） ③ありたき姿の実現に向けた道筋（B2C）
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【まとめ】長期的には注力分野を絞った事業戦略の構築が有効か

将来の方向性を定めたうえで、事業の取捨選択を行っていくことが重要になるものと思われる

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

方向性 取るべき戦略

 輸送量確保のためのM&A

 アセットの有効活用（REIT活用、リース連
携等）

 ECフルフィルメント機能の強化
 EC事業者との提携強化
 アセットの有効活用（REIT活用、リース連

携等）

 SIerと連携する等、システム開発の強化
 プラットフォーム構築とそれを運営・管理

する人材の育成
 EC事業者との提携強化

オペとアセは分離
→金融商品化、リース活用

（BS上でOFF）

オペとアセは一体で保有
（BS上にON）

オペとアセは分離
→金融商品化、リース活用

（BS上でOFF）

オペとアセは一体で保有
（BS上にON）

他社アセットを利用
（利用運送）

アセット利用せず
（PF提供に特化）

a  

b

c

d

e

f

物流（陸送） ④求められる取り組み（B2C）

方向性①
最適ロジスティクス提案

⇒物流情報プラットフォームの開発・提供に特化

方向性②
オペレーター寡占化

⇒供給サイドのアセット投入量確保

方向性①+②
最適ロジスティクス提案＋オペレーター寡占化
⇒物流情報プラットフォーム＋アセット投入量確保



29

© 2022 株式会社みずほ銀行

本資料は情報提供のみを目的として作成されたものであり、特定の取引の勧誘・取次ぎ等を強制するものではありません。また、本資料はみずほフィナンシャルグ
ループ各社との取引を前提とするものではありません。

本資料は、当行が信頼に足り且つ正確であると判断した情報に基づき作成されておりますが、当行はその正確性・確実性を保証するものではありません。本資料の
ご利用に際しては、貴社ご自身の判断にてなされますよう、また必要な場合は、弁護士、会計士、税理士等にご相談のうえお取扱い下さいますようお願い申し上げま
す。

本資料の著作権は当行に属し、本資料の一部または全部を、①複写、写真複写、あるいはその他の如何なる手段において複製すること、②当行の書面による許可
なくして再配布することを禁じます。

編集／発行 みずほ銀行産業調査部 東京都千代田区丸の内1-3-3 ird.info@mizuho-bk.co.jp

みずほ産業調査／70 2022  No.2 2022年4月1日発行

産業調査部 社会インフラチーム 塚越 麻央 mao.tsukagoshi@mizuho-bk.co.jp

的場 卯衣

アンケートに
ご協力をお願いします

https://mizuho.au1.qualtrics.com/jfe/form/SV_0ih87inIkWGRRzw
https://mizuho.au1.qualtrics.com/jfe/form/SV_0ih87inIkWGRRzw

